
～令和５年度先進的モデル事業について～

令和５年度
高齢消費者・障がい消費者

見守りネットワーク連絡協議会

令和５年１０月
消費者庁地方協力課

資料２

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
それでは報告させていただきます。



認知症高齢者や障がい者等の「配慮を要する消費者」を見守るためのネットワーク

⇒平成２６年６月の消費者安全法(平成２１年法律第５０号)の改正により、高齢者、障がい
者、認知症等により判断力が不十分となった方の消費者被害を防ぐため、地方公共団体及
び地域の関係者が連携して見守り活動を行う「消費者安全確保地域協議会(見守りネット
ワーク)」を設置できることが規定されました 。

消費者安全確保地域協議会（見守りネットワーク）について

１

消費者被害の早期発見、未然防止

〇地域の関係者（行政、団体、事業者、ボラン

ティア）の連携強化による、効果的な見守り

（→「気づき」を消費生活センターにつなぐ）

〇地域における積極的な啓発活動、注意喚起

〇法定の「消費者安全確保地域協議会」とするこ

とで、個人情報の共有も可能（本人の同意が取れ

ない場合でも消費生活センターにつなぐことがで

きる）

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
消費者安全確保地域協議会（見守りネットワーク）につきましては、過去の連絡協議会におきま　して、制度等のご説明をさせて頂いてるところでございますが、消費者安全法に基づき地方公共団体により設置が可能となった、認知症高齢者や障がい者等の「配慮を要する消費者」を見守るためのネットワークです。地方公共団体の区域における消費者安全の確保のため、構成員間で必要な情報を交換するとともに、消費者安全の確保のための取組に関する協議を行うこと、消費生活上特に配慮を要する消費者とは適当な接触を保ち、その状況を見守ることその他の必要な取組を行うことなど、行政と地域の消費生活関係者の皆様との連携強化による、効果的な見守り体制を指すものです。
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＜政策目標４＞高齢者等の消費者被害防止のための見守り活動の充実

【消費者安全確保地域協議会の設置】

４－１ 設置市区町村の都道府県内人口カバー率５０％以上

18/47都道府県で達成済み

目標値
50％

※赤色表示は未達成都道府県

（2023年9月末現在）
２

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
消費者庁の第４期消費者基本計画では、地域協議会の設置は「設置市区町村の都道府県内人口カバー率５０％以上」となることを目標に掲げており、今年９月末現在では設置された都道府県４７のうち、１８の府県で５０％以上カバーされているところです。



消費者安全確保地域協議会（見守りネットワーク）設置自治体一覧

（※）地方公共団体から2023年9月末日までに消費者庁に対して設置報告のあった協議会（広域連携による設置を含む）。

都道府県名 設置自治体名

北海道
北海道、豊浦町、江別市、釧路市、登別市、北見市、石狩市、湧別町、洞爺湖町、乙
部町、恵庭市、中札内村、浦河町、鷹栖町、紋別市

青森県
青森県、八戸市、板柳町、南部町、野辺地町、おいらせ町、五所川原市、三沢市、藤
崎町、つがる市、田子町、鶴田町、十和田市、田舎館村、三戸町、外ヶ浜町、六戸町、
深浦町、階上町、五戸町、東北町、西目屋村、平内町、新郷村、六ケ所村、弘前市

岩手県 岩手県、矢巾町

宮城県 仙台市、大崎市

秋田県 北秋田市、大館市、能代市

山形県 山形県、山形市

福島県 福島県、西会津町、南相馬市、福島市、広野町、石川町、鏡石町

茨城県 笠間市、取手市、水戸市

栃木県 栃木県、那須町、下野市

群馬県 渋川市、館林市

埼玉県

行田市、日高市、吉川市、小鹿野町、志木市、上尾市、白岡市、加須市、桶川市、鴻
巣市、ふじみ野市、小川町、東松山市、北本市、宮代町、坂戸市、鶴ヶ島市、戸田市、
春日部市、所沢市、熊谷市、長瀞町、川島町、川越市、伊奈町、鳩山町、上里町、三
芳町、和光市、横瀬町、富士見市、新座市、幸手市、三郷市、久喜市、滑川町

千葉県 船橋市、富里市、白井市、印西市

東京都
千代田区、多摩市、板橋区、新宿区、世田谷区、調布市、国分寺市、練馬区、西東
京市、三鷹市

神奈川県 鎌倉市

新潟県
新潟県、佐渡市、魚沼市、弥彦村、村上市、柏崎市、新潟市、五泉市、妙高市、胎内
市、刈羽村、南魚沼市、新発田市、見附市、聖籠町、小千谷市

富山県 富山県、富山市

石川県 能美市、加賀市、宝達志水町、能登町、小松市、穴水町、羽咋市

福井県 福井県、坂井市、越前市、敦賀市

山梨県
山梨県、甲府市、笛吹市、富士吉田市、富士河口湖町、山中湖村、鳴沢村、西桂町、
忍野村、南アルプス市、市川三郷町、上野原市

長野県 長野市、諏訪市

岐阜県 岐阜市、大垣市、本巣市、各務原市、飛騨市、瑞浪市

静岡県 静岡県、富士市、東伊豆町、南伊豆町、御殿場市

愛知県

愛知県、豊橋市、田原市、江南市、豊川市、西尾市、一宮市、蒲郡市、瀬戸市、安城
市、名古屋市、豊田市、高浜市、春日井市、豊明市、岩倉市、新城市、長久手市、東
海市、半田市、刈谷市、扶桑町、犬山市、尾張旭市、幸田町、日進市、北名古屋市、
岡崎市、知立市、みよし市、稲沢市、清須市、大府市

三重県 名張市、東員町、鈴鹿市、亀山市

滋賀県 野洲市、近江八幡市、大津市

京都府 京都府、大山崎町、宮津市

大阪府
八尾市、和泉市、交野市、岸和田市、豊中市、門真市、箕面市、大阪市、枚方市、貝
塚市、富田林市、摂津市、池田市、泉佐野市

都道府県名 設置自治体名

兵庫県

兵庫県、洲本市、南あわじ市、淡路市、豊岡市、養父市、朝来市、香美町、新温泉町、神戸市、
尼崎市、西宮市、芦屋市、伊丹市、宝塚市、川西市、三田市、猪名川町、姫路市、福崎町、神
河町、市川町、相生市、たつの市、赤穂市、宍粟市、太子町、上郡町、佐用町、篠山市、丹波
市、明石市、加古川市、高砂市、稲美町、播磨町、西脇市、三木市、小野市、加西市、加東市、
多可町

奈良県 奈良県、大和郡山市

和歌山県
上富田町、和歌山市、すさみ町、橋本市、御坊市、美浜町、有田川町、由良町、串本町、みな
べ町、白浜町

鳥取県 鳥取県、智頭町、倉吉市、湯梨浜町、伯耆町、日野町、三朝町

島根県
島根県、松江市、飯南町、浜田市、大田市、西ノ島町、雲南市、安来市、美郷町、江津市、出
雲市、隠岐の島町、奥出雲町

岡山県 岡山市、浅口市、井原市、笠岡市、真庭市

広島県 広島市、呉市

山口県
下松市、周南市、柳井市、宇部市、萩市、岩国市、山口市、美祢市、下関市、防府市、長門市、
光市、山陽小野田市

徳島県
徳島県、板野町、上板町、徳島市、北島町、松茂町、吉野川市、阿南市、鳴門市、阿波市、勝
浦町、神山町、石井町、小松島市、佐那河内村、上勝町、三好市、東みよし町、美馬市、美波
町、藍住町、牟岐町、那賀町、つるぎ町、海陽町

香川県
香川県、高松市、小豆島町、東かがわ市、宇多津町、善通寺市、土庄町、丸亀市、坂出市、観
音寺市、さぬき市、三豊市、三木町、直島町、綾川町、琴平町、多度津町、まんのう町

愛媛県
愛媛県、久万高原町、伊方町、八幡浜市、宇和島市、松山市、新居浜市、松野町、鬼北町、今
治市、上島町、愛南町、西条市、伊予市、大洲市、四国中央市

高知県 高知市

福岡県

福岡県、苅田町、筑前町、川崎町、大任町、粕屋町、大牟田市、春日市、中間市、岡垣町、篠
栗町、大刀洗町、香春町、久留米市、飯塚市、豊前市、宗像市、太宰府市、嘉麻市、志免町、
須恵町、新宮町、添田町、糸島市、水巻町、北九州市、久山町、芦屋町、吉富町、うきは市、
直方市、鞍手町、福津市、小竹町、築上町、行橋市、筑後市、みやこ町、遠賀町、上毛町

佐賀県 佐賀県、有田町、嬉野市、白石町、多久市、吉野ヶ里町、伊万里市、鳥栖市

長崎県
長崎県、東彼杵町、松浦市、雲仙市、南島原市、大村市、島原市、対馬市、平戸市、五島市、
長崎市、壱岐市、波佐見町、佐世保市、佐々町、時津町

熊本県 熊本県、菊池市、天草市、玉名市、水俣市、八代市、熊本市

大分県 宇佐市、九重町、大分市

宮崎県 宮崎市、都城市

鹿児島県
鹿児島県、鹿屋市、瀬戸内町、湧水町、鹿児島市、奄美市、南大隅町、知名町、
和泊町

沖縄県 沖縄県、粟国村

（参考）都道府県、市区町村人口規模別の設置状況

設置自治体数 総自治体数

全て 469 1788

うち都道府県 26 47

うち５万人以上 200 520

うち５万人未満 263 1221
３

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
こちらは設置自治体の一覧です。地域協議会は、消費者の利益の擁護及び増進に関連する分野の事務に従事する国及び地方公共団体の機関により組織すると言う消費者安全法（第 11 条の３第１項）の規定がございまして、都道府県、市町村、東京都区部合わせた１７８８地方公共団体のうち、９月末現在で４６９の自治体で設置されております。



（参考）消費者安全確保地域協議会（見守りネットワーク）設置自治体一覧

４

都道府県、市区町村人口規模別の設置状況
設置自治体数 総自治体数

全て 469 1788
うち都道府県 26 47
うち５万人以上 200 520
うち５万人未満 263 1221

消費者安全確保地域協議会年度別設置数の推移

年月 設置自治体数 対前年度増加数 前年比（％）

平成２９年３月末 36 ー ー

平成３０年３月末 89 53 247
平成３１年３月末 209 120 234
令和２年３月末 265 56 127
令和３年３月末 327 62 123
令和４年３月末 380 53 116
令和５年３月末 446 66 117

令和５年９月末 469 23 ー

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
表、黄色の部分を拡大しますとこのような状況です。地域協議会の設置が消費者安全法で規定されましたのは平成２６年６月ですが、その後、全国の地方公共団体で設置の取組が始まり、平成２９年に消費者庁に設置の届がございました３６自治体から現在の４６９自治体に増えております。当初から増えているとはいえ、全国の自治体数から比べますとまだ２６％程度の設置です。引き続いての設置促進に向けた取組が必要でございます。



５

消費者庁では、国が公募した民間事業者・団体等をプラット
フォームとして、新たな行政手法を構築し、地方においてモデル
となる事業を創出することを目的とした「地方消費者行政に関す
る先進的モデル事業」を実施しています。

地方消費者行政に関する先進的モデル事業

公募により
民間事業者を

選定

実施過程及び
結果のとりまとめ

民間事業者を

プラットフォーム
としてモデル事業

を実施

期待される効果

〇地域の消費者施策における近年の重要課題の解決に向けて、広域
連携や官民連携等を活用した行政手法を取りまとめます。

〇地方においてモデル事業を実施し、その取組を他地域にも周知する
ことで、全国的な対応力強化を図ります。

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
こうした設置促進のため、消費者庁では、国が公募した民間事業者・団体等をプラットフォーム（基盤）として、地方においてモデルとなる事業を創出することを目的とした「地方消費者行政に関する先進的モデル事業」を実施しています。見守りネットワークにつきましても、この事業を活用して取り組んでいます。ここではその取組についてご報告いたします。



先進的モデル事業（令和３年度、４年度、５年度テーマ）

※ 先進的モデル事業は令和２年度から実施。
ホームページ：https://www.caa.go.jp/policies/policy/local_cooperation/local_consumer_administration/advancedmodel/index.html

 外食・中食における食物アレルギーに関する情報提供の取組の推進

 大規模イベント会場における食品ロス削減実証

 高齢者、障害者等を見守るネットワークの構築及び地域活性化の実証

 消費者志向経営の推進に関するモデル事業

令和４年度

令和３年度

 高齢者向けデジタル教材及び高齢者等への効果的な普及啓発手法の開発・実証

 高齢者や孤独・孤立の状況にある方などへの、福祉部局や事業者との連携やデジタル技術を活用した効果
的な見守り手法の開発・実証

 地域の健康づくりを担う人材を活かした栄養成分表示の効果的な活用モデルの開発・実施

 中小・零細企業を対象とした原料原産地表示を中心とした食品表示制度の効果的な普及手法の開発・実施

 衣類に関わるエシカル消費の啓発プログラムの開発・試行

 食品ロス削減にも資するフードバンクへの食品提供促進事業の実施

令和５年度

 消費者被害の未然防止・拡大防止に資する見守り活動の促進

 消費生活相談員担い手確保に向けた取組の実施

６

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
このページのとおり、過去において、消費者行政全般の中でさまざまな取組をしておりますが、令和５年度では地方協力課におきまして「消費者被害の未然防止・拡大防止に資する見守り活動の促進」と「消費生活相談員担い手確保に向けた取組」を実施しております。

https://www.caa.go.jp/policies/policy/local_cooperation/local_consumer_administration/advancedmodel/index.html


令和５年度先進的モデル事業 （見守り活動の促進）

【目的】
消費者安全確保地域協議会設置
市区町村の都道府県人口カバー
率を５０％以上へ引き上げる。

【事業内容】
人口カバー率５０％未満の都道
府県から５程度を選定し、各自
治体（都道府県）の実情及び地
域特性を踏まえ、設置に向け、
各自治体と緊密に連携し、個別
具体的な設置支援を行う。

【具体的な取組内容】
人口カバー率５０％未満の都道
府県から、高知県・岡山県・京
都府・沖縄県などの１３府県を
選定し、設置に関するヒアリン
グを行い、支援を検討中。

事業１
見守りネットワークの

設置促進

事業２
見守り活動の優良事例の

収集・公開

【目的】
消費者安全確保地域協議会に関
連する情報及び全国の見守り活
動の優良事例を収集・公開する。

【事業内容】
官民を問わず、各地の取組が閲
覧できるよう、官民連携や他事
業との連携等事例を取りまとめ
て、公表する。

【具体的な取組内容】
積極的な取組を行っている市区
町村に対して、見守りネット
ワークの取組内容をヒアリング
中。今後、公表に向けた取りま
とめを行い、公開する。

事業３
担い手養成のための

講座等の開催

【目的】
消費生活協力員・協力団体の委
嘱及び活動の拡大に向けた啓発

【事業内容】
消費者安全確保地域協議会設置
済み又は設置予定自治体におい
て、地域の見守り活動の担い手
となる「消費生活協力員・消費
生活協力団体」の委嘱を促進す
るための、講座や説明会等の実
施。

【具体的な取組内容】
消費生活協力員・協力団体養成
のための講座を実施中。
・８月２３日 全国基礎講座
・１１月２日 官民連携講座

７

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
まず「見守り活動の促進」は、民間のコンサルティング事業者に業務の実施を委託しておりまして、３つの事業展開に分けまして、事業者と事業の進捗を毎週確認しあいながら、進めております。まずは事業１として、都道府県のご担当者に県内の市町村の状況を伺いながら、実際に設置をしていただく市町村として、どこの自治体にアプローチするか、そのアプローチの仕方や抱えている地域の実情や課題は何か、それに対して、どのような支援・アドバイスが有効かなどを検討いたします。設置に前向きな市町村があれば、その自治体にもヒアリングを試みて、消費者庁として対応可能な提案などを行っております。事業２はヒアリングを通じて全国の見守り活動の優良事例を集め、定型のフォーマットにまとめ、公開するものです。事業３は、実際に地域で見守り活動の担い手となって頂ける方々を養成するための講座の開催でございます。それぞれ、もう少し詳しくご説明します。



令和５年度先進的モデル事業 （見守り活動の促進）

人口カバー率５０％未満の都道府県から、高知県・岡山県・京都府・沖縄県など
の１３府県を選定し、設置に関するヒアリングを行い、支援を検討中。

事業1：設置促進に関する自治体ヒアリングを実施中

〇京都府→京都市が令和７年度の設置に向けて検討中

〇沖縄県→粟国村が県内市町村で初めて設置。伊是名村や石垣市でも設置
に向けて検討中

課 題

●設置に要する事務職員や関係者などの人的資源が確保できない・・・

●既存のネットワークで対応が図れるので設置の必要性がない・・・

●福祉部門など庁内関係課等の協力が得られない・・・

８
●設置に向けた検討の手順が分からない・・・

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
事業１の目的は、都道府県人口カバー率５０％未満の自治体を選定し、各自治体の実情や地域特性を踏まえ、設置に向けた課題の聴き取りやどうしたら設置に向き合えるかなどをおよそ1時間、担当者とオンラインで意見交換を行っています。高知県・岡山県・京都府・沖縄県などの１３府県のうち、たとえば、京都府は、府下の自治体の状況を伺ったのですが、京都市はすでに市の基本計画で設置が定められており、令和７年までには設置することで検討が進められていると伺いました。市内部での関係課・機関等への調整に当たり、消費者庁でも協力できることは協力してまいりたいと考えております。また、沖縄県では、ことし粟国村（あぐにそん）がひとつ設置したところですが、伊是名村（いぜなそん）や石垣市などでも設置に向けた検討が進められていると伺いました。一方、ヒアリングの中では、人員や協力関係、そもそもの必要性など、設置に消極的な意見もございます。こうした自治体に対しましては、設置を考える環境を作り上げることなどの取組が必要であり、消費者庁としても粘り強く対話を続ける必要性を感じているところです。



地方消費者行政に関する先進的モデル事業

事業１：リーフレットの作成→自治体への制度説明

９

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
こちらは、設置促進のツールとして活用いただくよう、制度説明のリーフレットを作成中です。消費者庁のホームページでは、細かい制度説明のガイドブックなどを掲載しておりますが、これらは解説書であり情報量が多く、限られた時間での会議や打ち合わせで使用することは不向きなので、消費者行政以外の部署の職員にも理解していただけるよう、よりポイントを押さえた、関係課や団体への対外的な説明用に作成するものでございます。



地方消費者行政に関する先進的モデル事業

事業１：リーフレットの作成→自治体への制度説明

１０

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
可能な限り表現も柔らかく、イラストも使うなど、工夫を凝らしました。



地方消費者行政に関する先進的モデル事業

事業２：優良事例・先進的取組の収集・公開

１１

イメージ

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
こちらは、都道府県とのヒアリングの中では、他都市の取組を参考にしたいと言う意見が多くあることから、設置を検討しながら、今一歩前へ踏み出せない自治体の担当者に向けて、協議会を設置した自治体の中から、優良事例や先進的な事例を紹介するフォーマットを用意するよう取り組んでおります。他都市の努力を分かりやすく説明できるよう、内容や表現に気を配りながら、現在作成中です。



地方消費者行政に関する先進的モデル事業

事業３：担い手養成のための講座等の開催
８月23日 全国基礎講座 11月２日 官民連携講座

申込受付中
弁護士 東京経済大学 現代法学部 教授 村千鶴子 氏
総務省認定 地域再生マネージャー 杤尾圭亮 氏

新宿区 文化観光産業部 消費生活就労支援課課長 大山真帆子 様
株式会社 とくし丸 取締役 佐藤禎之 様

１２

結果：オンライン参加 254名
現地リアル参加 9名

12月以降も講座等を開催予定

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
消費者安全確保地域協議会は、見守り活動の担い手となる「消費生活協力員・消費生活協力団体」の委嘱が必要です。近年では、地域の優秀な人材の確保は、自治体のどの分野でも課題ですが、消費者問題にご理解いただき、地域の担い手になっていただけるよう、講座や説明会等を実施するものです。８月に開催した講座は全国の自治体関係者や消費者団体の皆様など２３０人を超える多くの皆様にご参加いただきました。１１月には、消費者被害の防止に協力頂いている民間事業者の実例を当事者にご参加いただき、そのお考えや手法を直接お話していただけることになっております。こちらは皆さまにもご案内ずみではありますが、まだ申込受付中ですので、ご参加いただけましたら幸いです。また、12月以降にも別に講座等を開催予定ですので、詳細が決まりましたら、皆様にもご案内させていただきます。



令和５年度先進的モデル事業 （消費生活相談員担い手確保）

ホームページ：https://www.caa.go.jp/policies/policy/local_cooperation/system_improvement/consumer_affairs_consultants.html

本事業では、全国各地の消費生活センター等で相談業務等を担う人材の確保を目的として、「消
費生活相談員養成講座」「消費生活相談員資格試験対策講座」を実施しております。

e-ラーニングを通じて相談員に必要な知識を習得できることに加え、オンライン講座・対面講座
を通じて発展的な知識や実践力を習得することができます。本講座を受講することで、「消費生
活相談員」の国家資格試験対策とあわせて、「消費生活コンサルタント」（一般財団法人日本消
費者協会認定）の資格取得にチャレンジできます。

プログラムＡ（e-ラーニング講座（講義時間35時間程度／24コマ）相談員に必要な知識を習得）
プログラムＢ（オンライン講座・対面講座を通じて、発展的な知識を習得）
プログラムＣ（オンライン講座（ロールプレイング等）を通じて、実践力を育成）

消費生活相談員養成講座

消費生活相談員資格試験対策講座

e-ラーニングを通じて、消費者安全法に基づく消費生活相談員資格試験の対策ができます。
消費生活アドバイザー試験（一般財団法人日本産業協会）、消費生活専門相談員試験（独立行
政法人国民生活センター）のいずれかに合格すると、「消費生活相談員」の国家資格が付与さ
れます。※本講座は両試験の対策講座です。

１３

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
最後に、もうひとつのモデル事業を簡単にご報告いたします。消費者被害は複雑化、多様化しております。お困りごとが生じたら消費生活センターにご相談いただくようご案内していますが、相談を受ける「消費生活相談員」につきましても、これから将来にわたって相談を担っていただく人材を確保するための相談員養成講座と、相談員は国家資格の取得が必要であるため、その資格試験の対策講座を行っております。オンラインを通じ、１６００人の定員の中で、各種の取組を行っております。構成員・構成団体の皆様におかれましては、こうした事業も行っていることを、皆様のお近くの方々にもご紹介いただけましたら幸いです。

https://www.caa.go.jp/policies/policy/local_cooperation/system_improvement/consumer_affairs_consultants.html
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１４



続きまして
「先進的取組事例紹介」

徳島県板野町 消費生活相談所
所長 鷹取 恵美子 様

プレゼンターのノート
プレゼンテーションのノート
足早でしたが、消費者庁の取組をご報告いたしました。
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